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【総 説】 

身体活動を促進するポピュレーション戦略のエビデンスをいかに 

作るか？ ―ポピュレーション介入研究に関わる理論と枠組み― 
 

鎌田 真光 1,2) 

1）独立行政法人国立健康・栄養研究所健康増進研究部 2）日本学術振興会 

 

【要約】身体活動をポピュレーション(集団・地域)レベルで促進するにはどうしたらよいのか？ 本稿

では，その答え(エビデンス・科学的根拠)を導くポピュレーション介入研究を理解し，実施するために

必要な理論と枠組みを概説する。 

 身体活動促進のポピュレーション戦略については， 個人レベルで身体活動を促進する方法論に比べて，

研究の報告数や科学的知見が圧倒的に不足している。研究の実施にあたっては，より質の高い①デザイ

ン・②介入内容・③評価項目を採用することが重要である。まず，デザインを検討するにあたっては，

クラスター・ランダム化比較試験から事前事後評価デザインまで，多様な選択肢がある。また，介入自

体の質を高めるための理論や枠組みとして，ソーシャル・マーケティングとネットワーク理論，生態学

モデルなどが注目を集めている。いずれも，仮説(ロジック)を立て，適切に検証しながら進めることが

重要である。介入の評価に関しては，社会的インパクトを評価するために，RE-AIM モデルの適用が有

用である。大規模集団を対象に，低コストかつ小さなバイアスで身体活動を評価する方法の開発は今後

の課題である。まずは，より多くの研究報告と優れた実践の集積が重要である。これらポピュレーショ

ン介入研究の成果をもとに，国や地方自治体等，さまざまな機関で質の高い取り組みが行われることが

望まれる。 

Key words：ポピュレーション・アプローチ，ヘルス・プロモーション，ポピュレーション介入研究，

地域介入研究，研究デザイン 

 

１．緒  言 

 

適度な身体活動の実施はさまざまな疾病を予

防し，健康増進につながるということが多くの研

究により明らかになっている 1,2)。しかし，世界的

に非活動的な生活が蔓延している現状は，なかな

か変わらない 3)。なぜだろうか？ これにはさま

ざまな理由が考えられるが，エビデンス・科学的

知見という点でみてみると，国内外問わず圧倒的

に不足しているのが，「ポピュレーション(集団・

地域)レベルでいかに身体活動を促進するか」につ

いてのエビデンスである 4)。個人を対象として身

体活動を促進する方法を検証した研究に比べて，

集団あるいは地域全体を対象として身体活動を促

進する方法について検証した研究の論文数は極め

て少ない。これはつまり，「そもそも，運動する人・

よくからだを動かしている人を地域レベルで増や

すことは可能か？」という，健康政策や保健事業

の前提となるべき重要かつシンプルな問いに対し

て，厳しい見方をすれば，私たちは未だ明確な答

えを持ち合わせていないということでもある。 

それでは，こうしたポピュレーション戦略のエ

ビデンスを生み出すには，どのように研究すれば

よいのだろうか？ 本稿では，現在，国内外で取

り組まれているポピュレーション介入研究に焦点

を当て，それらを理解し，実施するために必要な

理論と枠組みを概説する。なお，ここで解説する

内容は，地域・職域・学校などの場・セッティン

グを想定しており，地域で行われる研究に限定す

れば，地域介入研究と呼ばれることも多い。同様

の研究を指す言葉としては，Morabia & Costanza 
5)

により提唱されたポピュレーション(集団)健康介

入研究(Population Health Intervention Researchの直

訳)や，荒尾 6) の集団戦略的研究なども使われて

いるが，本稿では，集団(地域・職域・学校等)レ
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ベルでの健康増進を目的とした介入の検証を行う

研究を「ポピュレーション介入研究」と定義した。

たとえ介入が集団単位で行われていたとしても， 

個人の健康増進や行動変容の検証が主目的で，地

域や学校などの母集団全体へのインパクトを検証

していない研究は，ここではポピュレーション介

入研究には含まない。こうした意図を明確にする

ため， 集団介入研究という言葉は用いなかった。 

 

２．ポピュレーション介入研究実施の方法 

 

研究を実施するにあたっては，より質の高い 1)

デザイン，2)介入内容，3)評価項目を採用するこ

とが重要である。以下，それぞれ述べていく。 

 

2-1．研究デザイン 

研究を開始するにあたって，まず検討しなけれ

ばならないものに，デザインがある。ひとくちに

ポピュレーション介入研究といっても，クラスタ

ー・ランダム化比較試験 (cluster randomized 

controlled trial)，事前事後評価デザインなど，多様

な選択肢が存在する。図 1 に，主要な研究デザイ

ンの分類を示した。検討する際のポイントとして

は，①対照群（対照地域，対照学校，対照事業所)

を設けるか？ ②設けるとすれば，その割り付け

はランダムに行うか？ ③設けない場合は，事前

評価はあるか？ といった項目が考えられる。エ

ビデンス・レベルの観点からは，クラスター・ラ

ンダム化比較試験が最も望ましいデザインであり，

そこから得られる知見が望まれていることは間違

いない。Baker et al.
4) のコクラン・レビューによる

と，身体活動の促進を目的とした地域全体での複

合的な介入(community-wide intervention)について，

クラスター・ランダム化比較試験は 1 件のみで，

それは学校を単位にして子どもを対象に行った研

究であった。その後，Kamada et al.
7) により行われ

た，中高年者を対象とした地域単位のクラスタ

ー・ランダム化比較試験では，1 年間の複合的な

地域キャンペーン(community-wide campaign)では，

住民の身体活動量増加にはつながらなかったこと

が報告されている。 

個人を単位として介入群・対照群に割り付ける

のではなく，地域等のクラスター(群)を単位とし

て割り付ける点が，ポピュレーション・レベルで

の介入研究の特徴であり，これに伴い，サンプル・

サイズの計算ではデザイン効果と呼ばれる要素を

考慮し，統計解析では一般化線型混合モデル

(generalized linear mixed model)などの，マルチレ

ベル分析の導入が必要になる 8)。 

なお，ヘルス・プロモーションの評価にランダ

ム化比較試験は適さないとする批判もあるが 9)，

その批判の妥当性には疑問が残る 10)。その詳細は

Rosen et al.
10) の論文に譲るが，ランダムに地域を

選ぶことの地域保健実務上のメリットも数多く，

例えば，①保健師等にとって「実践しやすい(例：

協力依頼しやすい)」地域のみに保健活動が集中し，

場合によっては健康格差拡大を招いてしまう事態

を防げること，②どのような地域であれ，介入対

象となった以上，その関係者を口説き落とし，仲

間・協力者にしてしまえる力が必要となり，保健

図 1 ポピュレーション介入研究のデザイン分類 
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師等の「関係構築力」(あるいは安田 11)
 の指摘す

る「仲間力」)を養う場になるなど，ランダム化比

較試験をしてみて初めて分かるメリットもある。

国レベルの介入など，実施が不可能であったり目

的から外れたりしてしまう場合を除き，まずはそ

の実施を検討してみるのは価値があると思われる。 

ただし，ポピュレーション介入研究を主体的に

計画，あるいは支援する研究者にとっては，あく

まで実施する地域等の状況に合わせて，その中で

より質の高い研究を実施できるよう，柔軟に対応

できるだけのデザインの“引き出し”を十分に持

ち合わせていることが，最も重要であると思われ

る。ポピュレーション・レベルでの介入(保健医療

サービス)を評価するデザインの詳細については，

疫学関連の教科書が参考になる 12)。また，ランダ

ム化比較試験用の CONSORT およびその各種拡張

版 (extension)や非ランダム化比較試験用の

TREND 声明など，論文作成のガイドラインを適

切に理解しておくことも，引き出しを増やすうえ

で有用である。特に，CONSORT のクラスター・

ランダム化比較試験への拡張版 8) と非薬理的介

入(non-pharmacologic treatment)への拡張版 13) の 2

つを押さえておくと，身体活動促進のポピュレー

ション介入研究を適切に理解するのに役立つ。ラ

ンダム化比較試験を行わずとも，運動疫学に携わ

る研究者には，確認しておくことをお勧めしたい。

例えば，運動疫学研究に多くみられる，「介入実施

者のブラインド化が困難な状況」において，どの

ような次善策が考えられるか？ 対象者(被介入

者)に対する研究仮説のブラインド化など，研究を

計画するうえでのヒントが，これらガイドライン

やその引用文献 14) の中から見いだせる。 

 

2-2．介入内容 

いくら質の高いデザインで評価の枠組みを固

めたとしても，肝心の介入内容の質が低ければ，

ポピュレーション・レベルでの身体活動量増加と

いう目標は達成できない。どのような介入方法が

考えられるかについては，荒尾 6) の総説が参考に

なるが，ここでは，その他に介入自体の質を高め

るための理論や枠組みとして，近年注目を集めて

いるソーシャル・マーケティングとネットワーク

理論，生態学(ecological)モデルを紹介したい。個

人を対象として介入を行う場合，介入の対象者は，

通常，介入者(研究者，運動指導士等)の目の前に

存在している。しかし，地域全体が対象となった

場合，介入の対象者は，普段どおりに生活をして

いるのであり，その大部分が，介入者が直接話す

ことはもとより，目で見てその存在を確認するこ

とさえ困難である。このような状況で人々に働き

かけ，行動変容を図ろうなどということは，face to 

face の介入だけをイメージしていては，効果的な

戦略の立案は不可能であり，「雲をつかむような

話」で終わってしまう。対象者にアプローチしに

くいという点では，職域・学校単位の介入に比べ

ると，地域単位のほうが難易度は高いと考えられ

る。 

2-2-1．ソーシャル・マーケティング 

そこでまず，ソーシャル・マーケティングを紹

介したい。ソーシャル・マーケティングの定義は

さまざまであるが 15)，保健分野のソーシャル・マ

ーケティングとは，「対象者の行動が健康によい方

向に自発的に変わるように，商業分野のマーケテ

ィング技術を応用して，健康教育プログラムを計

画，実施，評価すること｣といえる 16)。では，ど

のように進めるのか， 概要は表 1 のようになる 17)。

マーケティングを行うことのメリットは多々ある

が，その初期の段階で行われる対象者の細分化と

ターゲティングにより，｢(心を)寄り添わせるべき

対象が明確になる」という点が大きい。地域(職

域・学校)全体が対象だからといって，あまねくす

べての人にあてはまるメッセージ(あるいは介入)

を用いたところで，結局，誰の心にも響かず，自

分事化できない， という結果に陥る可能性が高い。

その点，ターゲティングは，メリハリのあるアプ

ローチを可能にする。細分化されたグループごと

に適した方法で行動変容を促し，複数のアプロー

チの結果として全体での変化を達成する，あるい

は，波及効果の高い集団を特定し，そこに働きか

けることで全体への行動変容の広がりを狙う，と

いった方法が考えられる。介入を「何(what)」に

するかが先に決まってしまっているのではなく，

表１ ソーシャル・マーケティングのプロセス 

ステップ 1 状況の分析 

 ステップ 2 対象者の細分化 

 ステップ 3 目的と目標の設定 

 ステップ 4 マーケティング・ミックスに関する戦略

の決定 

 

ステップ 5 メッセージとマテリアルの作成 

 ステップ 6 事前テスト 

 ステップ 7 介入の実施と評価 

  （松本 17) をもとに作成） 
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｢誰(who)｣がターゲットかを考え，そこから｢何

(what)｣をすべきか考える点も特徴である 18)。ソ

ーシャル・マーケティングの適用範囲は想像され

る以上に大きく，さまざまなこと(事業・業務)に

活かせるため，介入自体を洗練させるうえでぜひ

活用したい理論・枠組みである。 

2-2-2．ネットワーク理論 

次に，ネットワーク理論であるが，これは，近

年，肥満や幸福が人々のネットワークを介して広

がるといった研究をもとに，保健・医学分野でも

注目を集めている 19,20)。「人と人とのつながり」が，

人々のさまざまな行動や健康状態に影響を与えて

いるという事実は，保健活動にも応用できる可能

性がある。その最たるものが，口コミ(クチコミ，

word-of-mouth communication, buzz marketing)だろ

う。グラッドウェル 21) は，あるアイディアや流行

もしくは社会的行動が，敷居を越えて一気に流れ

出し，野火のように広がる劇的瞬間のことをティ

ッピング・ポイント(The tipping point)といってお

り，そのような爆発的感染(広がり)は，ある特有

の性質をもつ“少数の”影響力のある人々を中心

にして起こる，と指摘している。その少数の人々

のもつ特徴とはすなわち，①人を説得する技術を

もつセールスマン(salesman)，②知識と情報を蓄

えているメイヴン(maven)，③豊かな人脈をもつ

コネクター(connector)である。著者と共同研究者

らは，グラッドウェルのまとめたこれらの資質を

もつ人々を， それぞれ口説き屋(ク)， 知識屋(チ)，

コミュニケーション屋(コミ)と呼び，地域の中で

影響力のある人々(インフルエンサー)を探し出す

際の目安として活用している。インフルエンサー

を中心とした口コミ戦略の流れを図 2 に示した。

クラスター・ランダム化比較試験で検証を続けて

いる島根県雲南市のプロジェクトでは，1 年後評

価の結果 7) を受け，戦略改訂に向けたインタビュ

ー調査を実施したところ，友人や知人からの情報

提供が実際の行動変容に結び付く可能性が示唆さ

れたため，図 2 に示す口コミを強化する介入に戦

略を改訂した。その結果，3 年後評価時点で住民

の身体活動量に増加傾向がみられた(データ未発

表)。影響力のある人々を探し出す方法は，他にも

提案されており，Valente & Pumpuang
 22) はオピニ

オン・リーダーを探し出す方法としてこれまでに

保健施策などに使われたものをレビューし，10 の

方法にまとめている(表 2)。それぞれの方法に長

所・短所があり，介入を行う状況と役割(リーダー

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2 オピニオン・リーダー(影響力のある人)を見つける 10 の方法 

1. Celebrities 国あるいは地方・地域での有名人 

2. Self-Selection 勧誘に基づくボランティア 

3. Self-Identification リーダーとしての資質を自己評価する調査でスコアが高かった人 

4. Staff Selected スタッフがコミュニティを観察して選んだ人 

5. Positional Approach 役職者など，リーダーシップを発揮する立場にある人 

6. Judge's Ratings コミュニティ内の博識な人によって選ばれた人 

7. Expert Identification 訓練された民族誌学者がコミュニティを観察して選んだ人 

8. Snowball Method 相談相手は誰かと順次聞いていき，最終的に名前が挙がった人 

9. Sample Sociometric 相談相手は誰かをサンプル集団に聞き，頻繁に名前が挙がった人 

10. Sociometric 相談相手は誰かを全員に聞き，頻繁に名前が挙がった人 

 （Valente & Pumpuang22) をもとに作成） 

 

図 2 インフルエンサーを中心とした口コミ戦略の流れ 
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達の活用法)に合わせて方法を選ぶことが求めら

れる。Valente
 23) は，こうした社会的ネットワーク

を利用した介入を，「ネットワーク介入(network 

intervention)」と定義し，介入のタイプを，①ネッ

トワーク内でさまざまな立場にいる個人の同定

(individuals)，②グループへの分割(segmentation)，

③ネットワーク内での相互作用の誘導(induction)，

④ネットワーク構造自体の変更(alteration)の 4 つ

に分類し，理論を整理している。 

2-2-3．生態学(ecological)モデル 

また，ポピュレーション・レベルでの身体活動

促進を考える際，忘れてはならないのが，生態学

モデル 24) である。個人要因に加えて，環境要因(社

会的，物理的，政策的）が人々の行動に及ぼす影

響を考慮したこのモデルは，現在では，コミュニ

ティ・ワイド・キャンペーン 4) をはじめ，さまざ

まな介入の基礎となっている。また，このモデル

を念頭に置きつつ，交通システムや都市(農村)計

画など，環境自体のコントロールに，いかに健康

部門の専門家が関与し，そして身体活動の側面か

ら評価していくかは，今後の長期的な身体活動量

のトレンドを決定づけるうえで重要と考えられる。 

｢環境を変えるなんて現実的でない｣ ｢予算もな

い｣，そうした声はよく聞かれるが，そんなことは

ない。自治体等の都市計画，交通，農林振興，ス

ポーツなど，健康・保健以外のさまざまな事業を

統括する部署では，毎日のように私たちの住む「環

境」をいかにつくり，変え，コントロールするか

の議論がなされている。それら(健康分野からみ

た)他分野の自治体担当者達にも，身体活動を促進

する環境づくりに，「私たちの仕事は関係してい

る」と意識してもらうことは可能である 25)。多く

の分野で，事業計画の際，「健康に関する便益」も

算出可能になることは，予算を確保するうえでの

プラス要素となり得る。したがって，例えば，バ

ス交通の整備を行おうとしている自治体担当者に，

住民の身体活動量(歩数等)の測定追加を提案する

ことは，受け入れられる可能性が高い。まずは，

こうした「住民の身体活動面からの環境アセスメ

ント」を通して，環境整備・土木事業を自然実験

(natural experiment)・ポピュレーション介入研究

(事前事後評価デザインなど)へと転換(昇華)して

いく作業が必要ではないか。研究のチャンスは溢

れているが，まだ我々が十分に活かしきれていな

い，あるいは気付いていない，というのが現状だ

ろう。 

2-3．評価項目 

2-3-1．アウトカム(身体活動) 

身体活動を促進する地域介入においては，その

多くが主要評価項目(primary outcome)として，身

体活動量を設定することになるだろう。その身体

活動量を測定する方法の選択は重要な検討事項で

ある。現在，取り得る現実的な方法としては，①

質問紙と②加速度計の 2 つが候補として考えられ

るだろう。地域等を単位として介入を行う場合，

クラスターの影響を考慮してサンプル数を計算す

ると 8)，1,000 人を超える対象者をリクルートしな

ければならない状況はいくらでも起こり得る。ま

た，個人単位のランダム化比較試験と異なり，運

動教室に集まってもらったときに測定する(手渡

す)などという方法も困難である。教室に集まれる

ような人に評価対象者が偏ってしまい，バイアス

がかかるという観点からも望ましくない。こうし

た数と配布にかかるコストの観点から，最も多く

取られる手段が，郵送による自記式質問紙だろう。

しかも，なるべく質問項目数が少ない質問紙が求

められている 26)。しかし，質問紙による身体活 

動量測定は誤差が大きいことが知られているた 

め，予算が十分であれば，加速度計を郵送す 

るなどの客観的な測定方法をとることが望まし 

い 27)。ただし，介入研究である以上，少なくとも

2 回(介入前・後)，長期効果の検証(追跡調査)の

重要性を考えると 3 回以上の測定が必要となり，

その度に郵送費・人件費等のコストがかかること

を想定して，研究を計画する必要がある(観察研究

と異なり，評価に加えて地域介入のマネジメント

に莫大な労力がかかることも忘れてはならない)。

また，柔軟運動や筋力増強運動といった，有酸素

運動以外の推奨身体活動タイプ 28) を評価するう

えでは，今のところ質問紙に頼らざるを得ない 7)。

これらの課題も考慮したうえで，将来的には，イ

ンターネット 29) やスマートフォン等を利用した，

簡便かつ信頼性・妥当性・反応性の高い方法の開

発・普及も望まれる。全国各地で身体活動のモニ

タリング・システムが整備されれば，地域介入の

評価が格段に容易になる可能性もあるだろう。 

2-3-2．ロジック・モデルに従った評価 

現代では，個人の価値観やライフ・スタイルが

多様化しているため，集団全体をターゲットに働

きかける介入としては，単一のプログラム(アプロ

ーチ)よりも，複合的なアプローチ(コミュニテ

ィ・ワイド・キャンペーン等)が有効と考えられる。
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このような複雑な介入(complex intervention)30) に

おいては，仮説（ロジック)を立て，適切に検証し

ながら進めることが重要である。図 3 は，ロジッ

ク・モデルの例である。介入したからといって，

直接，人々の行動をコントロールできるわけでは

なく，さまざまな心理要因や他の要因を媒介して

行動の変容が起こると想定される。このようにロ

ジック・モデルを立て，経時的にこれらの要因(変

数)を測定することで，例えば「介入はどこでつま

ずいているのか(知識までは変えることができた

が，集団レベルで信念を変えるまでは至っていな

い等)」をチェックすることもできる。こうしたチ

ェックにより， 合理的に介入戦略を見直すことで，

介入の質がより高まるだろう。  Baker et al.
4) によ

る地域全体での複合的な介入に関するレビューで

は，採択された研究の介入期間の中央値は 3 年 

(最短 1 年～最長 7 年)であった。「長期戦」となる

ポピュレーション介入研究において，こうした柔

軟な対応は必須である。 

2-3-3．RE-AIM 

また，ポピュレーション・レベルの介入を評価

するにあたっては，社会的インパクトの評価を行

うために，RE-AIM モデル 31) を適用することが有

用である。 RE-AIM モデルは，Reach，Effectiveness/ 

Efficacy，Adoption，Implementation，Maintenance の

5 つの要素で構成されており，日本語では，重松

と鎌田 32) の解説論文がある。表 3 に RE-AIM モ

デルの概要を示した。例えば，Reach（到達度）の

項目では，「対象集団のうち，どれほどの人間に介

入が到達したか，参加者の代表性はどうか」を報

表 3 RE-AIM モデルの構成要素 

項 目 内 容 
個人 

レベル 

組織・環境 

レベル 

Reach 

【到達度】 

 対象集団のうち，どれほどの人間に介入が到達したか，参加者の代

表性はどうか 

○  

Effectiveness/ 

Efficacy 

【有効性】 

 介入が到達した個人はどれほどアウトカムや QOL を改善したか 
○   

Adoption 

【採用度】 

 介入実施者(集団・組織)や実施環境の特徴及および代表性(介入実施

率，実施組織の特徴に偏りはなかったか等) 

  ○ 

Implementation 

【実施精度】 

 プログラムの構成要素や担当したスタッフなどによって効果に違い

は見られなかったか(どれだけプロトコルを遵守して介入できたか) 

  ○ 

Maintenance 

【維持度】 

個人レベル… 

 長期的に(最終介入日から 6 か月以上)効果は持続したか 

組織・環境レベル… 

 実施した介入・プログラムは研究後も継続されたか 

○ ○ 

（Glasgow et al.31) をもとに重松と鎌田 32) 作成。一部改変）   

図 3 ロジック・モデルの例 

（Kamada et al.7) を改変して作成） 
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告することになるが，こうした情報は介入のポピ

ュレーション・レベルのインパクトを評価するう

えで必要不可欠である。しかし，これらは

CONSORT 等の他の報告枠組みでは必須項目とな

っていない。身体活動の健康効果が明確になって

きた今，ポピュレーション介入研究は，トランス

レーショナル・リサーチ(臨床的知見を社会につな

ぐ「橋渡し研究｣33)，T2 と呼ばれるタイプ 34))の一

種といえる。トランスレーショナル・リサーチの

方法論は，今まさに確立が求められているところ

であり，RE-AIM などの「普及と実践の科学

(Dissemination and Implementation Science)｣35) が

ポピュレーション介入研究を行ううえでも鍵とな

るだろう。 

 

2-4．その他 

デザイン・介入内容・評価項目のほかにも，ポ

ピュレーション介入研究を実現・成功させるうえ

で重要な要素がある。まずは，「研究体制の構築」

である。実はこの難しさこそが，ポピュレーショ

ン介入研究がなかなか生まれない原因となってい

るのではないだろうか。さまざまな立場や専門性

をもつ人々と地道に信頼関係を築くこと，そして

チャンスを見いだしたら積極的に踏み出し，試行

錯誤を繰り返すこと，こうした努力がポピュレー

ション介入研究のスタートには重要である。 また，

研究にかかる資金をどこから集めるかも，重要な

課題である。公的資金源である各省庁の事業と結

び付けるとすれば，文部科学省：科学研究費・ス

ポーツ振興・学校建設，厚生労働省：健康増進ま

たは特定の疾患対策，農林水産省：腰痛予防など

1 次産業従事者の健康増進または林野庁の森林資

源活用とレクリエーション，総務省：健康づくり

ボランティア・ポイント制度などと地域振興・地

域おこし，経済産業省：ICT を活用した次世代健

康づくり産業の創出，国土交通省：都市計画や交

通計画，環境省：モビリティマネジメント，など

が考えられるだろう。民間のステークホルダーを

見つけ出し，協力することも重要である。至急か

つ恒常的に，このような研究や取り組みを評価す

る事業に資金がまわり，また，研究者による取り

組み支援が促進される仕組みを構築していかなけ

ればならない。 

以上，これらの検討を経て，上手く研究スター

トの見通しが立ったところで，医学系の雑誌への

投稿を考えているならば，臨床試験登録やプロト

コルの作成・公開へと進むことになる。これらに

ついて馴染みの薄い場合は，中田 36) の解説論文な

どを参照されることをお勧めする。 

 

３．結  論 

 

本稿では，身体活動のポピュレーション(集

団・地域)レベルでの促進に関するポピュレーショ

ン介入研究の理論と枠組みを概説した。研究を実

施するにあたっては，より質の高い①デザイン・

②介入内容・③評価項目を採用することが重要で

ある。ポピュレーション介入研究の評価デザイン

としては，実施可能な目的・状況であれば，クラ

スター・ランダム化比較試験が最も望ましいと考

えられる。また，介入自体の質を高めるための理

論や枠組みとしては，ソーシャル・マーケティン

グとネットワーク理論，生態学モデルなどが注目

を集めている。いずれの方法も，仮説(ロジック)

を立て，適切に検証しながら進めることが重要で

ある。介入の評価項目に関しては，社会的インパ

クトの評価を行うために，RE-AIM モデルを適用

することが有用である。大規模集団を対象に，低

コストかつ小さなバイアスで身体活動を評価する

方法の開発は今後の課題である。 

そして今後は，まず何よりも，多くの報告がな

され，優れた実践の知見が集積されることが重要

であると考えられる。これらポピュレーション介

入研究の成果をもとに，国や地方自治体等，さま

ざまな機関で質の高い取り組みが行われることが

望まれる。 
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【Review Article】 

 

Key Issues for Evidence-based Population Strategies in Promoting 

Physical Activity: Theories and Frameworks of Population 

Health Intervention Research 
 

Masamitsu Kamada
 1,2)

 

 

Abstract 

This review discusses how the theories and frameworks of population health intervention researches can be 

used to produce evidence for effective population strategies in promoting physical activity.  

Researchers should consider the 1) study design, 2) intervention strategy, and 3) evaluation framework. 

Many study design options are available and range from cluster randomized controlled trials to pre/post 

evaluations. The strategies that apply social marketing, network theory, and ecological models to 

community-wide interventions are generating a great deal of attention. To evaluate these interventions properly, 

it is useful to set up a hypothetical logic model and use a RE-AIM (reach, effectiveness/efficacy, adoption, 

implementation, maintenance) framework. The future challenge is to evaluate physical activity objectively with 

low cost and low bias in a large population. 

In conclusion, more population health intervention researches are needed to identify best practices and show 

the role of population strategies in promoting physical activity. This evidence will hopefully improve public 

health practices in various sectors. 

 

Key words: population approach, health promotion, population health intervention research, community 

intervention study, research design 
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